
■「子どもの性的虐待の記録」の製造・販売に罰則を科すことの論点整理
	論　点
	否定的な考え方
	肯定的な考え方

	処罰範囲の拡大
　児童ポルノ法で処罰していない事例に「子どもの性的虐待の記録」に該当するものがあるため、処罰範囲の拡大について

	○捜査実務が混乱する可能性があり、定義の明確性（処罰範囲の限定）が
必要。
○行為に関する規制はあるが、それらの行為を記録したものへの規制がない中で、表現の自由を侵害する可能性がある。
	○子どもを保護する観点から、児童ポルノ法では漏れ落ちる性的虐待の記録に対しては罰則化すべき。
○子どもの権利保護の観点から見れば、行為罰を受けたものの記録物の規制は必要である。

	立法事実の存在
大阪府独自の「地方の実情」について


	○被害児童数や検挙件数は、児童ポルノ法違反の件数が、「地方の実情」や条例で罰則を科すだけの立法事実とは認められない。


	○児童ポルノ法関連での被害児童数、検挙件数はともに増加傾向にある。

○被写体となる子どもの権利保護が優越するという考え方から、府民の権利が一定制約を受けることもやむなし。
○府内で海賊版アダルトDVDを販売する店舗の経営者が検挙された際、押収物のなかに児童ポルノDVDが含まれていた店があり、「子どもの性的虐待の記録」に該当する記録物についても取扱っていることが推測される。

	処罰行為の検討

　・製造行為について

（提供目的の場合と提供目的以外の場合）

・販売行為について

・無償提供について
・提供目的の所持について
	○提供目的以外の場合（単純製造）は、対象外とすべき。
○無償提供を含めると、処罰範囲が広範囲になることから、府民の権利を不当に侵害することになる。
また、家族間での記録物のやりとり等が対象となる懸念が生じる。
○提供目的の所持を含めると、提供する目的があるか否かを客観的に立証する必要があるため、捜査権拡大に伴う懸念が生じる。
	○製造行為そのものが被写体となる子どもへの権利侵害になるため、提供目的以外の製造（単純製造）も含めて処罰化すべき。
○販売行為により記録物が拡散し、被写体となる子どもは二次的被害を被るため、処罰化すべき。
○愛好家（児童性愛者）の間で無償でやりとりされる画像等についても規制することができ、記録物の拡散及び被写体となる子どもの二次的被害の防止が強化できる。

○提供することが明確であれば、記録物の拡散防止のため処罰化すべき。

	処罰対象者の検討

　
	○処罰対象者についても限定すべきであり、子どもを保護する立場である「保護者」と社会環境整備の観点から「事業者」に限定すべき。
	○何人も、子どもの権利侵害にかかる行為については許されるべきではないため、「何人」も処罰の対象とすべき。

	処罰対象記録物の検討
　有体物に限定すべきか

	○電磁的記録に係る記録媒体を含む有体物に限定すべき
	○有体物に限らず、電気通信回線（インターネット）を通じて、記録物のやりとりをすることについても子どもを保護する観点から処罰化すべき。

	「子どもの性的虐待の記録」に該当するかの判断

　画像をもって、条例第39条各号に規定する刑罰法令に触れる行為に該当するのか判断できない場合の取扱いについて
	○明らかに、第39条各号に規定する犯罪行為を記録したものでなければ、「子どもの性的虐待の記録」とは言い切れないため、該当としない。

○未必の故意については、処罰範囲が拡大するため対象とすべきではない。
	○第３９条各号に規定する刑罰法令に触れる行為を立証できなくても、社会的法益の観点から子どもへの性的虐待が疑われる記録物については、条例でその定義を明文化したうえで、「子どもの性的虐待の記録」の対象とすべき。



	子どもへの罰則について

子どもを処罰の対象とすることについて
	○子どもは保護・育成の対象であることから、罰則を科すべきではない。
	○子どもであっても製造・販売する行為については、罰則を科すべき。


※資料中、「子ども」とは１８歳未満の者をいう。
なお、児童ポルノ法、児童福祉法、児童虐待防止法では、「児童」を１８歳に満たないものとしており、青少年健全育成条例では、「青少年」を１８歳未満の者（婚姻している者を除く）としている。
資料２








